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資料３-1【全サービス共通①】
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サービス区分
実施
件数

要改善報告
対象事業所数

要改善
報告件数

要事業支給
費返還事業

所数

監査
実施数

訪問介護相当サービス 8 5 11 1 0

生活支援サービス 8 6 12 2 0

通所介護相当サービス 8 4 13 2 0

生きがい型デイサービス 10 5 9 1 0

合計 34 20 45 6 0
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サービス区分
実施

件数

要改善報告

対象事業所数

要改善

報告件数

要介護報酬
返還事業所

数

監査

実施数

地域密着型通所介護 2 1 9 1 0
(介護予防)小規模多機能型
居宅介護 2 1 7 1 0
（介護予防）認知症対応型
共同生活介護 8 3 9 　1 0

介護予防支援 　4　 1 2 0 0

居宅介護支援 13 6 15 5 0
合計 29 12 42 8 0 4



（１）事業支給費返還     ◆介護福祉課自立・包括支援係所管

【訪問介護相当サービス・生活支援サービス】

・初回加算

・特定地域加算

・介護職員等処遇改善加算

【通所介護相当サービス・生きがい型デイサービス】

・人員基準欠如

・定員超過

・個別機能訓練加算・生活機能向上連携加算
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（１）介護報酬返還    ◆介護福祉課介護事業係所管

【地域密着型通所介護・（介護予防）小規模多機能型居宅介護・（介護予防）認知症対応型共同生活介護】

  ・若年性認知症利用者受入加算

  ・初期加算

  ・協力医療機関連携加算

  ・医療連携体制加算

  ・サービス提供体制加算

  ・個別機能訓練加算

【居宅介護支援・介護予防支援】

  ・居宅介護支援費（運営基準減算）

  ・同一建物減算

  ・退院・退所加算
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（１）虐待の防止  

         ＊サービスにより、運営に関する基準を満たしていない場合は虐待防止措置未実施減算

                 

（２）業務継続計画         

         ＊サービスにより、運営に関する基準を満たしていない場合は業務継続計画未策定減算

                 

（３）身体的拘束等の適正化のための対策

        ＊サービスにより、運営に関する基準を満たしていない場合は身体拘束廃止未実施減算  

                                                                                                                                                                       
（４）衛生管理等（感染症の予防及びまん延の防止のための対策）

（５）各種加算及び減算に係る記録、サービス提供記録　
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介護予防・日常生活支援総合事業

 

サービス種別

虐待の防止 業務継続計画（感染症・災害に係る事業計画）

感染症の予防及びまん延の防止のための対策

高齢者虐待防止未実施減算
【塗りつぶし部分をみたしていなければ減算】

業務継続計画未策定減算
【塗りつぶし部分をみたしていなければ減算】

委員会・従
業者周知

研修 新規採用 指針 担当者 研修 新規採用 訓練 計画策定 見直し
委員会・従
業者周知

研修 新規採用 訓練 指針

介護予防・
日常生活支
援総合事業

訪問介護相
当サービス

定期的
１回以上/

１年
要 要 要

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要

生活支援
サービス

定期的
１回以上/

１年 　 要 要
１回以上/

１年 　 １回以上/
１年

要 要
１回以上/

６月
１回以上/

１年 　 １回以上/
１年

要

通所介護相
当サービス

定期的
１回以上/

１年
要 要 要

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要

生きがい型
デイサービ

ス
定期的

１回以上/
１年 　 要 要

１回以上/
１年 　 １回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年 　 １回以上/

１年
要

介護予防ケ
アマネジメ

ント
定期的

１回以上/
１年

要 要 要
１回以上/

１年
望ましい

１回以上/
１年

要 要 　 　 　 　 　
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地域密着型サービス（ⅰ）【定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護】

サービス種別

虐待の防止 業務継続計画（感染症・災害に係る事業計画）

感染症の予防及びまん延の防止のための対策

高齢者虐待防止未実施減算
＊塗りつぶし部分をみたしていなければ減算

業務継続計画未策定減算
＊塗りつぶし部分をみたしていなければ減算

委員会・
従業者周

知
研修 新規採用 指針 担当者 研修 新規採用 訓練 計画策定 見直し

委員会・
従業者周

知
研修 新規採用 訓練 指針

地域密着
型サービ

ス

定期巡回・
随時対応型
訪問介護看

護

定期的
１回以上/

１年
要 要 要

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要

地域密着型
通所介護

定期的
１回以上/

１年
要 要 要

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要

（介護予防）
認知症対応
型通所介護

定期的
１回以上/

１年
要 要 要

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要
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地域密着型サービス （ⅱ）【（介護予防）小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、

                                                                                        地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護】

サービス種別

身体的拘束等の適正化のための対策
虐待の防止

業務継続計画（感染症・災害に係る事業計画）

感染症の予防及びまん延の防止のための対策
身体拘束廃止未実施減算

＊塗りつぶし部分をみたしていなけれ
ば減算

高齢者虐待防止未実施減算
＊塗りつぶし部分をみたしていなければ減算 業務継続計画未策定減算

＊塗りつぶし部分をみたしていなければ減算

委員会・
従業者周

知
研修 新規採用 指針

委員会・従
業者周知

研修 新規採用 指針 担当者 研修 新規採用 訓練 計画策定 見直し
委員会・
従業者周

知
研修 新規採用 訓練 指針

地域密着
型サービ

ス

（介護予
防）小規
模多機能
型居宅介

護

１回以上/
３月

２回以上/
１年

要 要 定期的
１回以上/

１年
要 要 要

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要

（介護予
防）認知
症対応型
共同生活

介護

１回以上/
３月

２回以上/
１年

要 要 定期的
２回以上/

１年
要 要 要

２回以上/
１年

要
２回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

２回以上/
１年

要
２回以上/

１年
要

地域密着
型介護老
人福祉施
設入所者
生活介護

１回以上/
３月

２回以上/
１年

要 要 定期的
２回以上/

１年
要 要 要

２回以上/
１年

要
２回以上/

１年
要 要

１回以上/
３月

２回以上/
１年

要
２回以上/

１年
要

看護小規
模多機能
型居宅介

護

１回以上/
３月

２回以上/
１年

要 要 定期的
１回以上/

１年
要 要 要

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要 要

１回以上/
６月

１回以上/
１年

望ましい
１回以上/

１年
要
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居宅介護支援・介護予防支援

サービス種別

虐待の防止 業務継続計画（感染症・災害に係る事業計画）

感染症の予防及びまん延の防止のための対
策高齢者虐待防止未実施減算

＊塗りつぶし部分をみたしていなければ
減算

業務継続計画未策定減算
＊塗りつぶし部分をみたしていなければ減算

委員会・
従業者周

知
研修 新規採用 指針 担当者 研修 新規採用 訓練 計画策定 見直し

委員
会・従
業者周

知

研修 新規採用 訓練 指針

居宅介護
支援

居宅介
護支援

定期的
１回以上
/１年

要 要 要
１回以上/１

年
望ましい

１回以上
/１年

要 要
１回以
上/６
月

１回以上
/１年

望ましい
１回以上
/１年

要

介護予
防支援

定期的
１回以上
/１年

要 要 要
１回以上/１

年
望ましい

１回以上
/１年

要 要
１回以
上/６
月

１回以上
/１年

望ましい
１回以上
/１年

要
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  委員会と結果の従業者周知、研修の実施を項目ごとに記録
（一体的に実施している場合においても、虐待防止に関する委員会とその結果の周
  知、研修を定期的に実施していることがわかるように記録を作成・保存）
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  研修、訓練の実施を項目ごとに記録
（一体的に実施している場合においても、業務継続計画に係る研修及び訓練として 
  実施していることがわかるように記録）
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  委員会の開催（３月に１回以上）とその結果の従業者周知、研修の実施を項目ごとに記録
（一体的に実施している場合においても、身体的拘束等の適正化に係る委員会と結果の周知、 
  研修を実施していることがわかるように記録）
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  委員会とその結果の周知、研修、訓練の実施を項目ごとに記録
（一体的に実施している場合においても、項目ごとの委員会と結果の周知、研
  修、訓練を実施していることがわかるように記録）
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指導時に記録が確認ができない場合、改善報告書の
提出や自主点検の実施、または介護報酬の過誤調整
を要することがあります。

要件を確認するとともに、全ての要件に適合しているこ
とがわかるように記録を工夫し、保存してください。
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回答期限

            

   


